
コメント:

「企業会計基準適用指針公開草案第 87 号後発事象に関する会計基準の適用指針

（案）」の第 3項において、「会計基準における用語の定義のうち、「後発事象」（会計

基準第 3項）に関して会計監査人設置会社（会社法（平成 17年法律第 86号）第 2条

第 11 号）において作成される計算書類及び附属明細書（以下「計算書類等」とい

う。）又は連結計算書類に関する「財務諸表の公表の承認日」は、企業が一般に公正妥

当と認められる企業会計の基準及び会社計算規則（平成 18年法務省令第 13号）に準

拠して計算書類等又は連結計算書類を作成する監査契約上の責任を果たしたことを確

認した日（以下「確認日」という。）とする。」と定めることは不適切であると考えら

れます。 

理由: 

(1) ASBJも認識しているように、会社法の規定からは、公表の承認日であると考え

られるのは、取締役会による承認日である。他方、経営者が「計算書類等又は連結計

算書類を作成する監査契約上の責任を果たしたことを確認」することには、会社法上

は、何らの法的意義も与えられていない。 

 このように考えると、確認日を公表の承認日であると企業会計基準適用指針におい

て記載することは、会社法上の公表の承認日との混同をきたしかねないものであっ

て、公開草案が提案するような定めを設けることは適切であるとは考えられない。 

(２)かりに、確認日を基準として、後発事象についての会計基準を定めることが適切

であるという考え方を ASBJがとるのであれば(このような考え方をとることが適切で

あるかどうかはきわめて疑わしいが）、企業会計基準である「後発事象に関する会計基

準」において、公表の承認日ではなく、確認日と定めるべきである。 

(３)「確認日」が公表の承認日であるということができる根拠(理由付け)を示せない

にもかかわらず(今回の会計基準公開草案及び適用指針公開草案では示されていな

い)、「確認日」を公表の承認日であると定めることは不適切といわざるを得ない。根

拠を示さない会計基準設定は好ましくない(会計専門職大学院で教えている立場からす

ると、なぜ、そのようなに定められているのかという理由を説明できないことはとて

も困る）。 

(４) 実質的に考えても、企業会計基準では「公表の基準日」と定めることによっ

て、コンバージェンスを図っておきながら、公表の承認日ではない「確認日」を「公

表の承認日」であると適用指針で定めると、この点ではコンバージェンスを図ってい

ないことを糊塗するかのような結果になりうる。このような観点からも、適用指針レ
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ベルでこのような無理のある規定を設けることは会計基準設定主体として適切である

とは考えられない。 
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